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令和８年度 品川区立八潮学園いじめ防止基本方針 

令和８年４月１日 

 

 

１ 基本理念（いじめ防止に向けた学校としての基本的な考え方） 

(1) いじめは重大な人権侵害であり、決して許されない行為である。本方針は、いじめ防止対

策推進法に基づき、八潮学園の教職員が家庭、地域、品川学校支援チーム、警察署など

の関係機関と連携し、いじめの根絶に向けて取り組むためのものである。いじめの防止、

早期発見、対処をより実効的にするため、組織的な対応や重大事態への対処等に関する

具体的な内容や運用を明確にし、これまでの対策の蓄積を活かした取組を定める。 

 

(2) いじめは全ての児童・生徒に関係する問題であり、学校の内外を問わずなくすことを目指

す。いじめられた児童・生徒の生命・心身の保護を最重要課題とし、全ての児童・生徒が

安心して学校生活を送り、様々な活動に取り組めるよう、組織的にいじめ問題の克服を目

指す。また、全ての児童・生徒がいじめを行わず、認識しながら放置することがないよう、

いじめが許されない行為であることを十分に理解させる。 

 

(3) 本方針の実現のために、学校は法や本方針の意義を地域・保護者へ普及啓発し、いじめ

に対する意識改革を喚起する。児童・生徒をきめ細かく見守る体制の整備、教職員の資

質能力向上を図り、これまで以上の意識改革の取組とその点検、実現状況の継続的な見

直しを実施する。 

 

(4) 学校は、いじめ防止等の対策について、区教育委員会と協力しつつ、学校の実情に応じ

た施策を策定し実施する責務を有する。学校および教職員は、保護者、地域住民、関係

機関等と連携を図りつつ、学校全体でいじめの防止および早期発見に取り組み、いじめ

を受けていると思われる児童等に対して適切かつ迅速に対処する。 

 

(5) 保護者は、子どもの教育について第一義的責任を持ち、いじめを行わないよう規範意識

を養う指導を行い、いじめを受けていると思われる場合は適切に保護し、学校や関係機

関に相談するよう努める。地域住民は、児童等の見守りや声かけを行い、安心して過ごせ

る環境づくりに努め、いじめに関する情報を得た場合は速やかに学校や関係機関に提供

する。関係機関等は、いじめ防止等に関する啓発活動を積極的に実施し、区および区立

学校との連携・協力に努め、いじめに関する情報を入手した際は速やかに報告する。 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 

 

2 いじめの理解 

(1) いじめの定義 

いじめとは、学校に在籍する児童生徒（以下「児童等」という。）に対して、一定の人的

関係にある他の児童等が行う心理的または物理的な影響を与える行為（インターネットを

通じて行われるものを含む）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を

感じているものを指す。この定義は、条例第 2条第 1項および法第 2条第 1項に規定さ

れている。いじめの判断にあたっては、いじめを受けた児童等の立場に立つことが重要で

ある。「心身の苦痛を感じているもの」という要件を限定的に解釈せず、表情や様子、周

辺の状況等を総合的に踏まえて判断する必要がある。また、インターネット上の悪口等、

当事者が知らずに苦痛を感じていない場合でも、いじめとして対応する。 

   

 

 

 

 

 

 

(2) いじめの内容 

具体的ないじめの態様として、以下のようなものが挙げられる。 

・冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる。 

・仲間はずれ、集団による無視をされる。 

・軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする。 

・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする。 

・金品をたかられる。 

・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。 

・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする。 

・パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる。 

 

これらの行為は、単発的なものであっても、継続的なものであっても、いじめとして捉

える必要がある。また、表面的には遊びや悪ふざけに見える行為であっても、背景にいじ

めの問題が潜んでいる可能性があるため、注意深く観察する。また、いじめは全ての学校

や子どもに起こり得る問題で、暴力を伴わない嫌がらせでも繰り返しや集中的な行為に

より重大な危険をもたらす可能性がある。加害・被害の二者関係だけでなく、集団の構造

的問題や「観衆」「傍観者」の存在にも注意を払い、いじめを許さない雰囲気づくりが重要

である。 

 

(3) いじめの解消 

いじめが解消されたと判断するためには、少なくとも以下の 2 つの条件を満たす必要

がある。 

 

いじめの定義には、次の①か ④の要素 4が含まれている。 

①行為をした者（Ａ）も行為の対象となった者（Ｂ）も児童 等 であること。 

②ＡとＢの間に一定の人的関係が存在すること。 

③ ＡがＢに対して心理的また は物理的な影響を与える行為をしたこと。 

④当該行為の対象となったＢが心身の苦痛を感じていること。 
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ア いじめに係る行為が止んでいること 

被害者に対する心理的または物理的な影響を与える行為が止んでいる状態が、少なく 

とも 3か月継続していることを目安とする。 

 

イ いじめを受けた児童等が心身の苦痛を感じていないこと 

いじめを受けた児童本人及びその保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうか

を面談等により確認する。 

 

これらの条件が満たされた場合でも、いじめが再発する可能性があるため、日常的に

注意深く観察し、いじめを受けた児童等が安心して生活できるようになるまで支援を継続

する。いじめの解消の判断は、担任や特定の教職員個人で行うのではなく、学校いじめ

対策組織が組織的に行う。 

 

(4) いじめ重大事態の定義 

いじめ重大事態とは、いじめにより児童等の生命、心身または財産に重大な被害が生

じた疑いがあると認められることを指す。児童生徒が自殺を企図した場合、身体に重大な

傷害を負った場合、精神的に重大な被害を被った場合、精神性の疾患を発症した場合金

品等に重大な被害を被った場合など、いじめにより児童等が相当の期間学校を欠席する

ことを余儀なくされている疑いがあると認められる場合などがある。「相当の期間」につい

ては、年間 30 日を目安とすることが多いが、児童生徒が一定期間、連続して欠席してい

るような場合には、上記目安にかかわらず、迅速に調査に着手する。 

児童生徒や保護者からの申立てにより疑いが生じた場合には、学校は詳細な調査や

迅速かつ適切な対応を行う。学校は重大事態の定義に基づき、重大事態に該当するかど

うかの判断を行う。重大事態への対処は、いじめ防止対策の中でも特に重要な部分であ

り、学校は速やかに、区教育委員会に電話にて報告し、学校いじめ対策組織における調

査報告を文書にて、重大事態発生の経緯を数日以内に、報告する。 

 

 

３ 学校及び教職員の責務 

学校および教職員は、いじめの防止と早期発見に全力で取り組む責務がある。 

・学校全体でいじめ防止に取り組む体制を整える。 

・児童等の様子を日常的に注意深く観察する。 

・いじめの兆候を見逃さず、速やかに対処する。 

・保護者、地域住民、関係機関等と連携を図る。 

・いじめを受けていると思われる児童等に対し、適切かつ迅速に対応する。 

・いじめの再発防止に努める。 

 

これらの取り組みを通じて、全ての児童等が安心して学ぶことができる環境を整備すること

が学校および教職員の重要な責務である。 
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4 いじめ防止等のための組織 

(1) 学校いじめ対策委員会 

ア 設置の目的  

学校いじめ対策委員会は、学校におけるいじめの未然防止、早期発見、および事案対

処に関する措置を実効的に行うための中核的組織として設置される。この委員会は、

いじめを重大化させないために、平時から実効的な役割を果たすことを目的とする。 

 

 

イ 所掌事項 

・いじめ防止等に関する年間計画の作成・実施及び対応方針の協議 

・教員研修、授業、各種調査の実施 

・1人 1台端末を活用した調査 

・調査結果及び対応記録等の記録保管、引き継ぎ。 

・情報収集・共有、全教職員への周知徹底 

・いじめの認知および重大事態の認定 

・学校評価の実施と「学校いじめ防止基本方針」の改訂 

 

ウ 会議 

常設の組織として、毎週１回の定期的な会議を開催し、児童等の情報を共有し、いじめ

の事案や重大性に応じて適宜行い、速やかな開催ができる体制を整えておく。 

 

エ 委員構成 

管理職（校長、副校長）、各分掌主任、各学年主任、養護教諭で構成される。必要に応

じて学級担任、教科担任、区教育委員会による支援チーム職員や巡回不登校支援員、

スクールカウンセラー（SC）が参画できるように、関係機関との連携を図りながら、学校

の実態に応じた人選をし、柔軟な組織とする。 

 

この委員会は、組織的に指導できる体制を整え、いじめが疑われる行為の発見やいじ

めの相談・通報があった場合には、速やかに対応できるよう準備しておく。 
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５ 段階に応じた具体的な取組 

(1) 未然防止のための取組 

  いじめは重大な人権侵害であり、どの児童等にも起こり得る。根本的な解決には未然防

止が重要で、全ての児童等を対象に「いじめは決して許されない」という理解を促進する。

学校の教育活動全体を通じて、豊かな情操や道徳心を培い、心の通う対人関係を構築で

きる社会性のある大人へと育成し、いじめを生まない風土づくりを継続的に進める。 

 

ア 意識醸成と教育活動 

・「いじめは絶対に許されない」という意識を学校全体で作り上げる。 

・市民科学習等で「いじめ防止等に関する授業(トリプルチェンジ含)」を年 3回以上実 

施する。 

・道徳教育および人権教育を推進し、多様性を尊重する心情を育成する。 

(関連行事：たてわり班活動、異学年交流、運動会、学習成果発表会、保幼義交流) 

・「生徒指導提要」に基づく 4つの視点(自己存在感の受容、共感的な人間関係の育成、

自己決定の場の提供、安全安心な風土の醸成)を意識して指導する。 

・「学校風土調査」を年 2回実施し、学校の教育活動及び教師の支援について振り返 

り、改善を図る。 

 

 

イ 日常的な観察と対応 

・デイケン、いじめ Dアンケート、こころNiCoLiの結果を活用する。 

・学級担任、教科担当、養護教諭が連携して児童等の様子を観察する。 

・複数の教員で積極的な声がけを実施する。 

 

ウ いじめ予防プログラムの活用 

・市民科の人間形成、自治的活動の領域単元で、いじめについて考える活動を実施す 

る。 

・トリプルチェンジのワークブックを活用し、シンキングエラーを修正、正しい行動をとれ 

る集団づくりを指導する。 

 

エ 児童生徒会活動の促進 

・グッドプロジェクトを実施し、互いの良さを認め合い、自己肯定感を高め、暴力を否 

定し、対話を通じて信頼感を深める。 

 

オ 連携強化と情報モラル教育 

・保護者会、学年だより、学校ホームページ等で、保護者、地域住民との緊密な連携・協 

力を推進する。 

・学校間および校種間での連携を強化し、年３回の「品川教育の日」で、児童等の情報 

を確実に引き継ぐ。 

・インターネットを媒介としたいじめ防止のための教育（セーフティ教室）を実施する。 



- 6 - 

 

・「SNS家庭ルール」の作成と活用を推進し、校内においても、SNS八潮ルールと iPad 

ルールを活用しながら、インターネットのもつ利便性と危険性について指導する。 

 

(2) 早期発見のための取組 

  いじめの早期発見は迅速な対処の前提であり、全ての大人が連携して児童等の変化に

気付く力を高める必要がある。いじめは大人の目に付きにくい形で行われるため、ささい

な兆候でも疑いを持って早期に関わり、積極的に認知することが重要である。学校は相

談しやすい環境を整備し、家庭や地域と連携して児童等を見守る体制を構築する。 

 

ア 日常的な観察と声かけ 

・デイケン、いじめ Dアンケート、こころNiCoLiの結果を活用する。 

・学級担任、教科担当、養護教諭が連携して児童等の様子を観察と積極的な声かけを 

実施する。 

・日頃から学級担任及び学年教員は、児童等及び保護者との信頼関係を構築する。 

・管理職による校内巡回、支援員・養護教員による授業を観察する。 

・児童等の過小表現を表面的にとらえ、心身の苦痛はなかったと判断してはいけない。

学校として、児童等の人間関係および性格を考慮し、心身の苦痛を見落とすことがな

いように努めるとともに、明らかな人権侵害に当たる行為が確認された場合は、いじ

めとして介入・指導するよう見逃さないようにする。そして、全教員が全児童生徒を見

守る体制を構築する。 

 

イ 相談体制の整備 

・保健室や教育相談室やＳＣ等の校内相談窓口を周知する。 

・廊下、保健室、玄関など児童等が目につきやすい場所に目安箱を設置する。 

・児童向け「まもるっち」、区教育委員会による支援チーム、心のフリーダイヤル、1 人 1

台 

端末を活用したいじめ相談フォームアプリを周知する。 

 

ウ 定期的な調査と面談 

・1人 1台端末を活用した各種調査の実施。 

・年 2回の学校風土調査の活用。 

・年 2回（7月、12月）の個人面談の実施。 

・5年生と7年生を対象としたスクールカウンセラーとの全員面談を実施する（4月）。 

 

エ 組織的な情報共有と対応 

・週 1回の学校いじめ対策委員会での情報共有及び議事録の日付別に文書を保管 

する。 

・毎月、いじめの四層構造(被害者・加害者・観衆・傍観者)に該当する児童等の行動 

記録を時系列で記録し、全教員に報告及び共有する。 
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(3) 早期対応のための取組 

いじめまたはその疑いが確認された場合、学校は速やかに被害児童等の安全を確保

し、事実確認を行う。いじめが確認されれば、再発防止のため被害児童等とその保護者

への支援、加害児童等への指導や保護者への助言を継続的に実施する。また、犯罪性が

認められる場合や重大な被害のおそれがある場合は、早期に警察と連携し適切に対処す

る。 

 

ア 迅速な情報共有と組織的対応 

いじめの疑いがある行為を発見または報告を受けた場合、即日中に「学校いじめ対

策委員会」の構成員に報告する。「学校いじめ対策委員会」を開催し、情報収集と事実

確認の方法を決定する。事実確認後、いじめと認知した場合は具体的な対応方針を協

議し、校長が決定する。また、関係機関と連携しながら、具体的な対応及び支援策を早

期に講じ、いじめの解消に努める。 

 

イ 被害児童生徒の安全確保とケア 

被害児童生徒の安全を即時に確保し、必要に応じて別室学習環境を提供する。教

職員による観察や付き添い、電話連絡、家庭訪問を実施し、学習支援を行う。ＳＣと連

携し、翌日から定期的な心理的ケアを実施する。加害児童生徒への対応も考慮しつつ、

被害児童生徒を守る姿勢を明確にする。 

 

ウ 加害児童生徒への指導と再発防止 

事実確認後、即日または翌日から加害児童生徒への個別指導を開始し、1 週間以

内に保護者面談を実施し、家庭と連携した指導計画を策定する。また、月 1回のフォロ

ーアップ面談を実施し、行動の改善状況を確認する。 

 

 エ いじめを受けた児童等およびいじめを行った児童等の保護者の理解に基づく対応 

いじめ対処において、学校と保護者の共通認識が重要である。学校は「学校いじめ

防止基本方針」を丁寧に説明し、組織的な対応への理解を得る。「学校いじめ対策委

員会」は、関係する保護者に正確な事実を伝え、児童等にとって最良の解決方法を協

議する機会を早期に設定する。この際、安易な謝罪や表面的な和解を目標としないよ

う留意する。委員会は、保護者の十分な理解を得た上で協議の場を設定し、建設的な

対話を促進する。学校は、いじめ問題の根本的な解決と、児童等の安全な学校生活の

実現を目指している。学校、保護者、委員会の連携により、効果的かつ持続可能な対

応を進めていく。 

 

オ 記録の作成と情報管理 

共通の様式に従って、初期対応の記録を作成する。「いつ」「どこで」「誰が」「何 

を」「どうしたか」を時系列で明確に記録する。児童等への聞き取りに当たっては、いじ

めを受けた児童等およびいじめを行った児童等の双方に聞き取りを行うだけではなく、

周囲にいた周辺児童等への聞き取りを行い、事実を十分に確認し、記録を取っておく。
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全教職員が確認できる方法で記録を保管し、週 1 回の「学校いじめ対策委員会」で進

捗を確認する。 

 

カ 関係機関との連携 

重大事態の場合、24 時間以内に区教育委員会に報告し、指導助言を受ける。解決

が難しい状況になると予測される場合、HEARTS や弁護士等の専門家に相談し、助

言をもらうなど、組織的な対応に努める。犯罪性がある場合、48 時間以内に警察へ通

報・相談する。校区教育協働委員会でいじめ発生を報告し、早期解決に向けた連携・

支援を求める。 

 

これらの取り組みを通じて、いじめの早期発見・解決と再発防止を図り、全ての児童生

徒が安心して学校生活を送れる環境づくりを目指す。 

 

(4) 重大事態への対処 

ア 初動対応と調査の実施 

・いじめ重大事態発生後、24 時間以内に区教育委員会へ報告し、48 時間以内に「学

校いじめ対策委員会」を開催し、事実関係調査の方針を決定する。 

・72時間以内に被害児童生徒の保護者へ状況説明と調査方針の説明を実施する。 

・1 週間以内に校区教育協働委員会へ報告し、地域と連携した見守り体制を構築する。 

・調査は重大事態の要因となったいじめ行為の事実関係を網羅的に明確にすることを 

目的とし、因果関係の特定を急がず客観的事実を速やかに調査する。 

 

 

イ 被害児童生徒の保護とケア 

・即時に安全確保のため、加害児童生徒と別室で学習できる環境を提供する。 

・必要に応じて、教職員による登下校の付き添いを実施する。 

・学級担任等による毎日の電話連絡や週 1 回以上の家庭訪問を実施し、とまり木教室

等での学習支援を提供し、学習権を保障する。 

 

ウ 専門家の活用 

・事案発生後 72 時間以内に SC による被害児童生徒との面談を実施し、SC による

週 1回以上の定期的なカウンセリングを継続する。 

・SSW を活用し、必要に応じて週 1 回程度、家庭環境の調整や福祉的支援を実施す

る。 

 

エ 加害児童生徒への対応 

・事実確認後、即日または翌日から個別指導を開始する。 

・1週間以内に保護者面談を実施し、家庭と連携した指導計画を策定する。 

・SC と連携し、アセスメントを実施し、定期的なフォローアップ面談を行い、行動の改

善状況を確認する。 
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オ 保護者・地域との連携 

・保護者に対して事実関係等の必要な情報を適切に提供し、 保護者の意向に沿って 

定期的な経過報告を実施し、協力要請を行う。 

・区教育協働委員会で経過報告を行い、地域と連携した見守りを継続する。 

・学期ごとに保護者・地域向けいじめ防止に向けた啓発を実施する。 

 

カ 調査結果への対応と再発防止 

・調査結果を 1か月以内に取りまとめ、区教育委員会へ報告する。 

・被害児童生徒と保護者へ調査結果を説明し、継続的な心のケアと支援を提供する。 

・加害児童生徒への指導計画を見直し、3か月間の集中的な指導・支援を実施する。 

・全教職員による再発防止策の検討会議を開催し、学校いじめ防止基本方針の見直し 

を図る。 

・自殺事案の場合は、遺族の気持ちに十分配慮しながら背景調査を実施し、自殺防止 

に資する観点から再発防止策を講じる。 

 

これらの対応を通じて、重大事態の適切な対処と再発防止に努め、すべての児童等が安心

して学校生活を送れる環境づくりを目指す。 

 

 

６ 教職員研修計画 

(1) 教員がいじめの未然防止・早期発見・早期対応を行うことができるように、年度初めの職

員連絡会にて、全職員に向けて「学校いじめ防止基本方針」への理解を深める研修を実

施する。 

 

(2) いじめ D アンケート・デイケン・NiCoLi・学校風土調査など、各種調査ツールを適切に実

施・活用するために、年度初めに研修を実施する。 

 

(３) いじめに対する教職員全体の資質能力向上を図るために、チェックリストを活用したり、

区のいじめ防止教育リーダー研修受講者による伝達研修を年に３回実施したりする。 

 

(4) いじめに適切に対応できるよう教員の指導力の向上と資質・能力の向上を図るために、６

月・１１月・２月にふれあい月間を実施する。 
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７ 保護者との連携および啓発の推進に関する方策 

(1) 「学校いじめ防止基本方針」を学校ホームページで公開し、保護者や地域を対象とした説

明会を年度当初に実施する。また、市民科地区公開講座や学期ごとの保護者会で、いじ

め防止に関わる学校での取組の説明を行うことで、いじめ防止に向けて保護者の意識を

高める。 

 

(2) いじめ防止推進ウィークでいじめ根絶バッジを着用したり、学校公開でいじめ防止に関

する授業を実施したりすることで、保護者への啓発を行う。 

 

(3) 学校が重大事態として認定するに当たって、保護者への説明会を実施し、保護者やPTA

役員等に協力を依頼し、教職員と保護者の協力体制を確立する。 

 

 

８ 地域および関係機関や団体等との連携推進の方策 

(1) 「学校いじめ防止基本方針」策定の段階から、保護者等地域の方にも参画していただき、

学校いじめ対策委員会が主となりながら児童・生徒代表とともに見直しを行う。 

 

(2) 月１回の生活指導主任会において、児童相談所、子ども家庭支援センター、警察などの関

係諸機関と情報交換を行う。 

 

(3) 警察署、児童相談所、区教育委員会による支援チームなど、関係諸機関とも連携を図り

ながら、ケース会議などを開催する。 

 

(4) 品川コミュニティー・スクールとして、校区教育協働委員会を年６回開き、学校経営方針

の説明と承認や教育活動についての意見交換を行う。 

 

（５） 学校サポートチームと学期ごとに会議を行い、児童生徒情報を共有する。 

 

（６） 学校関係者と地域、家庭が連携し、社会全体で児童・生徒を見守り、健やかな成長を促

すため、中学校区いじめ根絶協議会等を活用し、保護者や地域の関係団体等と学校関

係者が、いじめの問題について協議会を開催する。 

 

（７） 校長会を通じて、青少年問題連絡協議会などの関係機関との連携協議会において、い

じめの問題についても情報共有していく。 
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９ 学校評価および基本方針改善のための計画 

（１） 全教職員を対象とした学校評価に「評価項目４ いじめの防止の取組に関すること」を設

け、いじめ防止等に関する評価・見直しを図る。 

 

(2) 品川コミュニティー・スクールとして、学校評価を受けて、校区教育協働委員会で意見交

換をしながら「学校いじめ防止基本方針」の改善を図る。 
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１０ その他 

(1) いじめ発見から対応までの流れ 

 

 

発見

報告

情報収集

事実確認

認知判断・
方針決定

支援・指導

経過観察

解消判断

再発防止

・デイケンやいじめＤアンケートからの発見 

・アイシグナルからの通報 

・児童・生徒、保護者、地域住民からの相談 

 

情報を得た教職員 

 

学級担任、学年主任、生活指導主任 

 

聞き取り等による情報収集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

校長・副校長 

 

・ＰＴＡ 

・校区教育協働委員会 

・警察 

・関係機関 

教育委員会（毎月報告） 

学校いじめ対策委員会（法２２条） 

事案報告・共通理解 

詳細調査方針、役割分担決定 

調査チーム編成 

事実の有無確認・認知判断 

指導方針・対応方針の決定 

対応チーム編成 

児童・生徒の安全確保 

いじめの即時停止 

 

いじめ解消に向けた支援と指導 

解消条件による解消・継続判断 

再発防止のための改善 

児童・生徒への指導 

保護者へのこまめな連絡 

 

指導、助言、支援 

※緊急の場合には、状況に応じて

対応するため、本フローどおりに行

わないこともある。 
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(2) いじめの未然防止および早期発見のための年間計画 

月 研修・会議内容 未然防止の取組 早期発見の取組 保護者・地域との連携 

通
年 

・職員連絡会での情報

共有（月１回） 

・いじめ対策委員会を

兼ねたブロック連絡会

（1-6 年・7-9 年）での

情報共有（週１回） 

 ・デイケンの実施 

・いじめ D アンケートと

聞き取りの実施（月１

回） 

 

 

４ 
月 

・いじめの定義、基本方

針の理解を共有（４月職

員連絡会） 

・配慮を要する児童・生

徒についての情報共有 

・いじめＤアンケートな

どの調査ツールの確認・

引継ぎ 

・トリプルチェンジの授

業実施に向けて、準備

を進める 

・SC との全員面談（5・

7年） 

・保護者会（４月）で、保

護者に学校いじめ防止

基本方針の説明 

・校区教育協協働委員

会との情報共有・意見

交換（年６回） 

・二者面談（１年） 

５ 
月 

・「SOSの出し方に関す

る教育を推進するため

の指導資料」（動画）の

視聴（4・5月） 

・いじめ対策研修会① 

 ・SC との全員面談（5・

7年生） 

・品川教育の日 

・セーフティー教室 

６ 
月 

 ・市民科で「人権」の授

業 

 

・QU（4・5・7年生） 

・NiCoLiの実施① 

・ふれあい月間① 

・市民科地区公開講座 

７ 
月 

 ・「トリプルチェンジ」い

じめ予防の授業① 

 ・保護者会で、いじめ防

止に関する取組の説明 

・二者面談/三者面談 

８ 
月 

    

９ 
月 

・生活指導主任講話 

 （いじめの対処法） 

   

10
月 

・いじめ対策研修会②  ・NiCoLiの実施②  

11 
月 

 ・市民科で「人格を認め

あう」 授業 

・ふれあい月間② ・品川教育の日 

・三者面談（９年） 

12 
月 

 ・「トリプルチェンジ」い

じめ予防の授業② 

・学校風土調査の実施 

 

・二者面談/三者面談 

１ 
月 

  ・QU（4・5年生） 

・NiCoLiの実施③ 

 

２ 
月 

・いじめ対策研修会③   ・品川教育の日 

３ 
月 

・クラス替え資料の作

成・活用 

・学校評価を受けて、

「学校いじめ防止基本

方針」の見直しや、取組

の振り返り、改善を行う 

・「トリプルチェンジ」い

じめ予防の授業③ 

 ・保護者会で、いじめ防

止に関する取組の説明 
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参考資料（いじめの認知およびいじめ重大事項の認定フロー、いじめ重大事態の対応フロー 
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